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１．はじめに 
立山砂防事務所の管内には、現役の砂防施設で

あると同時に、施設の持つ歴史的・文化的価値が
評価され、「重要文化財（建造物）」に指定された
重要文化財砂防施設が複数存在している。 

これら重要文化財砂防施設を対象に「文化財と
しての価値の保全」と「砂防施設本来の防災機能
の維持」との両立を目指して、立山砂防事務所が
平成 21年度より続けてきた「保存活用計画（案）」
の策定の独自の取組みについて紹介する。 

２．文化財砂防施設について 
わが国では、長い歴史の中で生まれ、育まれ、

守り伝えられてきた貴重な文化財の保護のため
文化財保護法が制定されている。 
文化財には社寺や民家等の建造物だけでなく、

仏像、絵画、書画、その他の芸能や工芸技術等の
「技」、伝統的行事や祭り、長い歴史を経て今に残
る自然の景観や歴史的な集落・町並み等も含まれ、
その種類は多岐に亘る（図 1）。約 20 年前からは
砂防関係施設も対象となり、文化財として指定・
登録が行われるようになっている。 

文化財保護法は「文化財を保存し、且つ、その
活用を図り、もって国民の文化的向上に資すると
ともに、世界文化の進歩に貢献する」ことを規定
している。 

このため文化財として登録・指定された砂防関
係施設については、文化財としての価値の保全を
図りつつ、砂防関係施設本来の防災機能の維持の
ために適切に維持管理を行うことが求められて
いる。 

図 1 わが国における文化財保護法の体系 
（水色の部分が砂防分野での展開実績） 

３．重要文化財（建造物）の維持管理と保存活用
計画について 

3.1 重要文化財（建造物）の維持管理について 
 一般に「重要文化財（建造物）」が被災等により
補修が必要な状態になった場合、施設の文化財と
しての価値の保全のため被災前の材料・工法等を
用いて被災前の姿に復元することが求められる。 

また、補修に際し、事前に補修の範囲や工法・
材料等について文化庁行政と合意を得る（一般的
には文化審議会等に諮る）ことが必要となる。 

ただし、砂防関係施設は神社・仏閣とは異なる
現役の防災施設であり、保全対象保護の観点から
被災時には一刻も早い機能の復旧が求められる。 
このため文化審議会の承認を待って補修を行う
ことは現実的には困難だが、文化庁行政との合意
を得ないまま補修を行った結果、文化財としての
価値を喪失したと評価を受ければ、重要文化財と
しての指定が解除される恐れもある。 

3.2 重要文化財の「保存活用計画」について 
文化庁では「所有者等が重要文化財（建造物）

の現状と課題を把握し，保存・活用を図るために
必要な事項や，所有者等が自主的に行うことので
きる範囲等を明らかにし，また，これらに関して
所有者等・関係地方公共団体・文化庁等の間の合
意を形成しておくことによって，所有者等による
自主的な保存と活用が円滑に促進※1」されるよう、
「保存活用計画」（図 2）の策定を推奨している。 
※1 「平成 11年 3月 24日 庁保建第 164号 各都道府県教育委
員会教育長あて，文化庁文化財保護部長通知」より抜粋・引用

この「保存活用計画」は文化財の毀損時の補修
方法や事務手続きの流れなどを予め定めて記載
したもので、有事の際の補修等を迅速・効率的に
行うことを可能にするための計画である。特に、
平成 30 年度の文化財保護法の改訂以後は「保存
活用計画」の策定・運用を通じ、補修等手続きの
更なる弾力化（合意形成や事務手続きの簡素化・
迅速化）を図ることが推奨されている。 

図 2 重要文化財(建造物)保存活用計画の標準構成 
（出典：重要文化財（建造物）保存活用標準計画策定指針 平成 11年 3月）
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3.3 立山砂防事務所における取組みの経緯 
立山砂防事務所管内では、まず平成 21 年 6 月

に白岩砂防堰堤が砂防分野として日本初の重要
文化財に指定され、平成 29年 11 月には白岩砂防
堰堤に追加の形で本宮砂防堰堤と泥谷砂防堰堤
群が重要文化財に指定された。また重要文化財と
しての名称は、3 つの施設を総称する「常願寺川
砂防施設」に改められた※2。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
立山砂防事務所では、これら「重要文化財砂防

施設」の維持管理方策の検討と「保存活用計画」
の策定のため、文化財行政や砂防行政の専門家等
をメンバーとする「保存活用計画検討委員会」を
平成 21年度から設置、通算 11回の委員会の開催
を経て「常願寺川砂防施設保存活用計画（素案）」
の主たる項目を令和 6年度に取りまとめた（図 3,
図 4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 「保存活用計画（素案）」の策定の経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 「保存活用計画（素案）検討委員会」開催実績 

3.4 検討の中で生み出されてきた新たな概念 
保存活用計画の検討を通じて、これまでの重要

文化財の保存活用計画には存在しない、砂防独自
の新たな概念を創出した。以下にその一部を示す。 
 

3.4.1 「砂防施設」の「保存活用計画の基本方針」 
 「常願寺川砂防施設」は常願寺川砂防の根幹を
なす防災施設のため、施設の機能保持と文化財の
価値の保存とを兼ね備えた「基本方針」（図 5）を
定めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 「常願寺川砂防施設」の「基本方針」 
 
3.4.2 「常願寺川砂防施設」の「保存の方針」 
 重要文化財（建造物）としての特性を考慮して、 
施設を「部分」「部位」という構成単位に区分する
とともに「保存の方針」（図 6）として施設の構造・
材料を保存可能な「部位」毎の補修方法を定めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 「常願寺川砂防施設」の「保存の方針」 
 
3.4.3 特殊な材料や施設の特性に応じた対応 

石積粗石コンクリート施設等の特性を踏まえ、
外部・内部材料の定義と保存の概念（図 7）、施設
機能の現存状況に応じた維持管理のレベル設定
など、重要文化財砂防施設独自の考え方を定めた。 
 

 
 
 
 
 
 

図 7 特殊な材料・特性に応じた補修方法 
 

５．おわりに（今後の検討について） 
 平成 21年度から延べ 16年に亘り検討を続けて
きた「常願寺川砂防施設」の「保存活用計画」は
令和 6年度に主たる項目のとりまとめを完了した。  
令和 7年度以降は砂防行政と文化庁行政との間の
「事務手続き」等の箇所の記述に関して最終的な
詰めと調整を行った上で「保存活用計画」を確定
させ、文化審議会への答申を行う予定である。 

 
※2 砂防行政と文化財行政では施設に対する呼称が異なる。 

「白岩砂防堰堤」 … 重要文化財名「常願寺川砂防施設（白岩堰堤）」 
「本宮砂防堰堤」 … 重要文化財名「常願寺川砂防施設（本宮堰堤）」 
「泥谷砂防堰堤群」… 重要文化財名「常願寺川砂防施設（泥谷堰堤）」 

白岩砂防堰堤

日本で初めて砂防施設の重要文化財に指定
重要文化財名「白岩堰堤砂防施設」

本宮砂防堰堤

○「白岩堰堤砂防施設保存管理計画検討委員会」設置
２ヶ年で、委員会を３回開催

重要文化財 白岩堰堤砂防施設「保存管理計画」策定

「白岩砂防堰堤」に追加の形で「本宮砂防堰堤」と「泥谷
砂防堰堤群」が重要文化財に指定

「常願寺川砂防施設（白岩堰堤）」
・ 重要文化財名 「常願寺川砂防施設（本宮堰堤）」

「常願寺川砂防施設（泥谷堰堤）」 泥谷砂防堰堤群

文化財保護法の一部改正

○文化財保護法における『保存活用計画』の位置付明確化

『保存活用計画』の策定 保護に係る諸手続きの弾力化

●「常願寺川砂防施設保存管理計画検討委員会」設置
現在の検討状況を踏まえ、本宮砂防堰堤の保存管理計画

の策定から実施（本宮砂防堰堤の計画策定後は泥谷砂防
堰堤群の検討、白岩砂防堰堤の未策定部分の策定、全体
とりまとめへと順に実施。）

平成２１年6月

平成２９年１１月

平成２２年１１月

平成２５年１１月

平成３１年４月

全3施設
を一体視

「常願寺川砂防施設」の『保存活用計画』の検討を開始

白岩砂防堰堤
(一部策定済み)

泥谷砂防堰堤群
（未策定）

本宮砂防堰堤
（未策定）

※現役の防災施設としての機能保持を鑑み重要文化財として

一体となった「常願寺川砂防施設」の『保存活用計画」の
策定を目指す。

- 時 期 - - 主な出来事 - -対象施設 -

白岩砂防堰堤

令和2年8月～

本宮砂防堰堤

泥谷砂防堰堤群

白岩砂防堰堤

No. 砂防施設名 H22 H23 R2 R4 R5 R6
R7
以
降

備
考

１ 白岩砂防堰堤

白岩堰堤
砂防施設

第1回

白岩堰堤
砂防施設

第2回

白岩堰堤
砂防施設

第3回

常願寺川
砂防施設

第7回

常願寺川
砂防施設

第8回
文
化
庁
行
政
と
の
協
議

／

文
化
審
議
会
へ
の
答
申

２ 本宮砂防堰堤

常願寺川
砂防施設

第1回

常願寺川
砂防施設

第2回

常願寺川
砂防施設

第3回

常願寺川
砂防施設

第4回

３
泥谷砂防
堰堤群

常願寺川
砂防施設

第4回

常願寺川
砂防施設

第5回

常願寺川
砂防施設

第6回
(※補足検討) (※補足検討)

４ 全 体
各施設間の
整合と調整

各施設間の
整合と調整

「常願寺川砂防施設」の「保存活用計画の基本方針」
1．防災機能の保持を第一とする

常願寺川砂防施設は、常願寺川砂防の根幹をなす施設であることから、防災施設として、
継続的な機能を確実に保持することが第一である。防災機能の保持のため、必要に応じて設
備の改修 補強を実施する。

2．極力原形を保持する
常願寺川砂防施設は、我が国砂防技術の歴史的財産であり、重要文化財としての価値を保

存するため、原形を極力残す。

3．構造・材料に着目した区分での保存を行う
常願寺川砂防施設は、防災施設としての機能を保持しつつ文化財としての価値も保存でき

るように管理するため、施設の構造や材料に着目して区分し、保存の考え方を整理する。
保存の考え方の整理にあたっては、現役の防災施設であることから、現行の技術基準を考

慮して行うものとする。

4．対応の迅速化、簡素化を行う
常願寺川砂防施設は、豪雪地・土石流頻発地である厳しい自然環境下に置かれている。防

災施設としての機能を継続的に保持していくためには、施設の損傷が確認もしくは、損傷の
おそれがある場合には、必要に応じて速やかな対応をとる。

部分の設定 

部位に対する保存の方針 

常願寺川砂防施設（白岩堰堤） 

における代表的な部位（案） 

常願寺川砂防施設（本宮堰堤） 

における代表的な部位（案） 

常願寺川砂防施設（泥谷堰堤） 

における代表的な部位（案） 
部材が劣化・損傷し、材料の取り替えをやむを得ず行うとき、当初の材料

にできる限り近い材料、なるべく価値を損なわない材料で修理を行うこと

を基本とする。 

保存部分 

 

主として、

部位の基準

１・２に該

当する部位

により構成

される部分 

基準１ 

材料自体の保存を行い、やむを得ない場合には、形状・材質・

仕上げ・色彩を保存する。 

 

 材料の形状・材質・仕上げ・色彩の保存を行う部位 

当初の材料に準じて修理を行う。 

○張石、積石 

○方格枠（鉄筋コンクリート角材） 

○張石、積石、玉石 

○附・旧混合配給所基礎石垣 

○張石・積石 

（堰堤・床固・側壁護岸） 

○積石 

（附・山腹基礎工、附・土留工、附・水路工） 

基準２ 

材料自体の保存を行い、やむを得ない場合には、形状・材質・

仕上げ・色彩を保存するが、これに拠り難い場合には、少なくと

も形状及び色彩を保存する。 

 

 形状及び色彩を保存する部位 

現在の技術基準や安全性について確保する必要性から、当初の

材料に準ずる修理ができない場合、形状、色彩が近いもので、基

準、安全性を満たす材料による修理を行う。 

○粗石コンクリート ○粗石コンクリート 
○粗石コンクリート 

（堰堤・床固） 

基準３ 

意匠上の配慮を行う。 

 

 意匠上の配慮を必要とする部位 

管理上（活用）又は補強等のため特に変更が必要な部位に限り

周囲の意匠に配慮して改変する。 

○嵩上げ部分のコンクリート 

○嵩上げ部分のパラペット 

○本堰堤下流部および水叩き部の補修コン

クリート 

（S56 年の補修箇所） 

○旧第一副堰堤の天端の補修コンクリート 

（S60～62 年の補修箇所） 

○竣工後に設置、増設、補修された部位 

○堰堤・床固水通し部および 

袖部の補修コンクリート 

（S42 年までの補修箇所） 

○側壁護岸の補修コンクリート 

（S42 年までの補修箇所） 

その他部分 基準４ 
災害による損傷または、防災のために行う工事を除き、現状の

ままとする。 

○第 2 仮排水路側壁 

○第 2 仮排水路石積土留 
（該当箇所なし） （対象箇所なし） 

青文字：個別の施設に存在する独自の部位 
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